














































































































（6）　Claus-Wilhelm Canaris, Ansprüche wegen „positiver Ver tragsverletzung“ und 




























（9）　Claus-Wilhelm Canaris, Die produzentenhaftpflicht in dogmatischer und 























（10）　Hans-Wolfgang Strätz, Über sog. „Nachwirkungen“ des Schuldverhältnisses und den 































































（21）　Christian von Bar, “Nachwirkende” Vertragspflichten, AcP 179 （1979） 452, 458ff..


























（23）　von Bar, a.a.O.（Fn.21）, S.464.
（24）　von Bar, a.a.O.（Fn.21）, S.461ff..
（25）　von Bar, a.a.O.（Fn.21）, S.464.
























（27）　von Bar, a.a.O.（Fn.21）, S.474.
（28）　von Bar, a.a.O.（Fn.21）, S.461, 463f., 465.
（29）　von Bar, a.a.O.（Fn.21）, S.41, 464.
（30）　von Bar, a.a.O.（Fn.21）, S.467f..
（31）　ErmanHandkomm-G.Hohloch, 12.,neubeitete Aufl. 2008, Rn.87. zu§242.

























（33）　ErmanHandkomm-Hohloch, a.a.O. （Fn.31）, Rn.64ff.
（34）　「付随義務」と「保護義務」とは異なる義務であるのではなく、むしろ「保護義務」
は「付随義務」に属すると解しているようである。




































































































（38）　Fikentscher, a.a.O. （Fn.37）, Rn.76.
（39）　Fikentscher, a.a.O. （Fn.37）, Rn.76. ここでの義務を「注意義務」と述べているが、
この注意義務がFikentscherのいう「広範な給付概念」に含まれるものであるかも不
明である。


























（Hans Brox / Wolf-Dietrich Walker, Allgemeines Schuldrecht 40. aktualisierte Aufl., 
2016, S1, 7f..）。






































（46）　Brox / Walker, a. a. O. （Fn.42）, S.83, 87.























































（50）　Esser, a. a. O. （Fn.48）, S.7f.. 
（51）　Esser, a. a. O. （Fn.48）, S.7f..
（52）　狭義の給付義務とは、債務関係を特徴づけるものであり、通常、履行請求可能






























すると構成するCanarisの見解を批判するものである （Larenz, a. a. O. （Fn.52）, S.14.）。
（55）　Larenz, a. a. O. （Fn.52）, S. 117ff..
（56）　一つの給付義務のみを有する債務関係の例として、贈与契約や無利息消費貸借を
























（Larenz, a. a. O. （Fn.52）, S. 250.）。





るのではないとしている（Larenz, a. a. O. （Fn.52）, S.17.）。














































































（68）　Bodewig, a.a.O. （Fn.60）, S.506. ｢主たる給付義務｣ の履行後に債権者の同等性利益

































比喩的な言葉は過大評価されてはならないともいう（Dieter Medicus / Stephan Lorenz, 
Juristische Kurz-Lehrbücher SchuldrechtⅠAT, 20., neu bearbeitete Aufl., Rn.8.）。





























（Medicus/Lorenz, a. a. O. （Fn.71）, Rn.117ff..）。
（76）　Medicus/Lorenz, a. a. O. （Fn.71）, Rn. 56f., 113ff..
（77）　Medicus/Lorenz, a. a. O. （Fn.71）, Rn.113ff..
（78）　この見解は、債務関係は契約債権債務関係に限られず、不法行為に関する関係を
も包含する為、特に法定債務関係は契約債権債務関係の範囲を大幅に超えるもので



























Lorenz, a. a. O. （Fn.71）, Rn. 5, 519.）。
（80）　なお、履行過程における「保護義務」に違反した場合には、損害賠償および解除



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































･27（判タ1367号212頁）、ドイツの裁判例の（一） RG 1927年５月31日判決（RGZ 
117, 176ff.）、（三） RG 1939年10月５日判決（RGZ 161, 330ff.）、（四） BGH 1954年12



















体系, 判例ID：28182088）、ドイツの裁判例（二） LG Altona 1933年３月10日決定（LZ 
1933, 873.）、（五） AG München 1970年５月６日判決（NJW 1970, 1852f.）、（六） LG 
Köln 1997年10月16日判決（NJW-RR 1999, 1285ff.）、（八） BGH 1973年６月25日判決








例（三）RG 1939年10月５日判決（RGZ 161, 330ff.）、（五）AG München 1970年５
月６日判決（NJW 1970, Heft.41, S.1852f.）が挙げられる。
（112）　なお、日本の裁判例（八）札幌地裁平成23･３･24（消費者法ニュース89号178


































































































































































（ 判時2121号101頁 ）やLG Köln，1997年10月16日判決（NJW-RR 1999, 
1285ff.）は義務が存続しうる時間的限界について言及しているが、それ
ぞれの事例の特殊性から導かれる結論であることから、一般論として契
約（責任）の時間的限界を定立するには不十分であり、今後の裁判例およ
び学説の展開を注視していくことが必要である。また、本稿では主たる給
付義務の履行後における義務違反の効果および責任性質についても検討し
たが、これらの要件については明らかにすることができなかった。特に、
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平成29年６月２日に公布された「民法の一部を改正する法律」（平成29年
法律第44号）によって契約責任に関する理解を刷新する部分が認められ
るため、今後は改正・施行される民法のもとで要件を検討することが不可
欠となる。さらに、本稿で提示した理論は契約責任の時間的延長の一端を
捉えているに過ぎず、契約締結前においても契約責任が妥当するのかとい
う点については検討を行っていない。主たる給付義務の履行後と契約締結
前とでは、前提となる契約当事者間の合意の有無という決定的な差異が存
在し、同種の問題として並行的に論じることできないことは明らかにした
が、契約責任の時間的延長という法現象全体を明らかにするためには、今
後、契約締結前にも検討の視座を向けなければならない。そして、裁判例
の分析からも明らかなように、我が国において契約余後効として問題とな
る義務の違反に対して不法行為責任として性質決定されていることが少な
くない。本稿では契約余後効として問題となる事案については契約責任と
して論じることができることを示したが、不法行為責任との関係性につい
ては詳細に検討することができなかった。この点については、契約責任お
よび不法行為責任の制度論、要件・効果論についても検討を要し、「請求
権競合論」をどのように理解すべきかという問題に結合し、今後の裁判例
および学説の展開を注視していくことが必要である。
契約責任の時間的延長の一端として契約余後効理論を提示したが、これ
は理論的基礎にとどまり、今後なお検討を要する点が少なくない。しか
し、これまで必ずしも十分な理論定立に至っていなかった契約責任の時間
的延長の一端について理論提示したことで、今後の契約責任に関する理論
的展開に多少とも資することとなれば幸いである。
（本学法学部准教授）
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